
　
審
議
結
果
を
踏
ま
え
た
実
施
主
体
の
措
置

　
事
業
評
価
監
視
委
員
会
の
審
議
結
果

目的目的
　○事業完了後の事業の効果、環境影響等を確認
　　し、必要に応じ改善措置を検討
　○同種事業の計画・調査のあり方、事業評価手
　　法の改善等に反映
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対象事業及び実施主体対象事業及び実施主体
　○直轄事業　　　　：地方支分部局等
　○公団等施行事業　：公団等
　○補助事業等　　　：地方公共団体等
　※補助事業等は実施を期待。

事業完了後事業完了後
５年以内５年以内

　
①費用対効果分析の算定基礎となった要因　
　の変化
　　例　便益：交通量、貨物取扱量　等
　　　　費用：建設費、用地費　等
　　　　事業期間：遅延した場合の要因　等
②事業の効果の発現の状況
　　例　渋滞解消、洪水被害軽減、輸送コ
　　　スト削減　等
③事業実施による環境の変化
　　例　植生等自然環境の変化、騒音の低
　　　下、ＣＯ2・ＮＯxの低減等
④社会経済情勢の変化
　　例　当該事業に関連する計画や関連事
　　　業の状況の変化　等
⑤今後の事後評価の必要性
⑥改善措置の必要性
⑦同種事業の計画・調査のあり方、事業評　
　価手法の見直しの必要性

評価の視点
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事後評価に係る資料について、事業評事後評価に係る資料について、事業評
価監視委員会において審議価監視委員会において審議
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事後評価の実施個別公共事業の完了後評価の実施
～国土交通省所管公共事業の事後評価実施要領の策定～

個別公共事業の完了後評価の実施
～国土交通省所管公共事業の事後評価実施要領の策定～

公　表


